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5
収益向上を実現する事業戦略

モビリティグループCEOの若林で御座います。

私は当グループのCEOを拝命して4年⽬となりますが、グループCEOを拝命した3年前には想像も出来なかった様な
事業環境の変化が起きています。

地政学リスクの⾼まり、中国OEMの躍進、AIによる⾞の知能化/⾃動化、そしてEV化の進展など、モビリティ業界を
取り巻く環境は眼まぐるしく変化しています。そのような事業環境ではありますが、当グループは変化をチャンスと捉え、
積極的に取組みを続けております。「経営戦略2027」における、当グループの戦略と取り組みに関しご説明させて
頂きます。
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5 １. モビリティグループの事業概要

約
160 
億円

強固な事業・顧客基盤を活かし、ヒトやモノの最適な移動を⽀えるモビリティの提供を通じて、
豊かで快適な社会の実現に貢献する

「成⻑の柱」として今後の収益基盤となる事業開発を加速

タイヤOEM・卸売・⼩売・整備タイヤ事業

「収益の柱」として事業基盤を徹底強化

パートナーOEM事業約 960億円

モビリティサービス（MS）事業

⾞両整備・部品販売（卸売・⼩売）アフターサービス事業

中古⾞⼩売・オークション中古⾞事業

オートローン・⾞両保険等ファイナンス事業

⾞両リース・周辺事業オートリース事業

EV・バッテリー関連事業
フリート／エネルギー／バッテリー／マテリアルの4マネジメント提供

eモビリティ
ソリューション事業

オンデマンドバス・⾃動運転・タクシー配⾞等運営事業

パートナーOEM事業・バリューチェーン（VC）事業

マルチブランド
ディーラー事業 (当社出資参画は2024年度末〜)

販売︓ 3万台

販売︓19万台
⽣産︓42万台
輸出︓18万台

VC事業 ⾞両・部品の⽣産・販売・販売⾦融・アフターサービス等
タイ・インドネシア等ASEANを中⼼に11カ国で展開

販売︓20万台
⽣産︓ 5万台
輸出︓ 2万台

タイ・インドネシア事業収益︓
約610億円

etc.

マルチブランド
販社事業 販売︓20万台etc. (19カ国／41ブランド)

2024年度
連結純利益
1,124

億円

1

モビリティグループの事業概要
はじめに当グループの事業概要についてご説明します。

上段に記載しておりますグループミッションは、「強固な事業・顧客基盤を活かし、ヒトやモノの最適な移動を⽀える
モビリティの提供を通じて、豊かで快適な社会の実現に貢献する」こととしております。

円グラフは、当グループの2024年度連結純利益を、事業領域別に分けて⽰しています。

右側の⻘い部分は、現在の「収益の柱」である、バリューチェーン事業です。タイ・インドネシアが中⼼となりますが、
各国で販売⾦融やアフターサービスまで、⾃動⾞バリューチェーン事業を展開しています。左の緑の⽅はモビリティ
サービス事業です。「成⻑の柱」として今後の収益基盤を「創る」取組みを加速させています。

バリューチェーン事業の強化と、モビリティサービス事業の構築、この両輪の取り組みを、引き続き強⼒に推進して
参ります。
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5 2. 事業環境とグループの強み・成⻑戦略

• 技術⾰新、他業種からの新規参⼊
• ⽣成AI導⼊加速、トランプ政権による⾃動運転関連規制の緩和
• 中国OEMの⾼まる競争⼒／存在感、⽶中関係の⼀層の緊張化

事 業 環 境 当グループの強み
• パートナーOEMとの強固な関係性
• 川中／川下の事業基盤︓
ASEANでの強固な事業基盤に加え、インドで初期的な事業基盤を構築
̶ グローバル販売台数 約60万台
̶ ASEAN商⽤⾞市場シェア 約3割

• 国内地域交通DXの推進⼒・知⾒
＋電動化時代を⾒据えた モビリティ×エネルギー×データ の統合知⾒

• 所有から利⽤へ、価値の源泉がハードからソフト・サービスへ
• 不可逆的に進む電動化／知能化／⾃動運転化
• グローバルサウス市場の伸⻑

中⻑期

現在

成 ⻑ 戦 略
モビリティ

×
エネルギー

×
データ

×
新サービス

世の中の電動化・
⾃動運転化を促進、

成⻑を取り込む

モビリティ
経済圏の

拡⼤

創る

磨く

磨く

創る

 事業環境の変化の中で取組を重ねてきた当グループの強みを活かしながら、VC事業・MS事業両輪の取組みを強化し、持続的な成⻑を図る

• 機能強化
• 顧客／事業基盤を活⽤した川下事業への拡⼤

VC事業

• 幅広い産業接地⾯・顧客接点を通じた
新たな「収益の柱」となる事業の創出

MS事業

2

事業環境とグループの強み・成⻑戦略
冒頭でも述べました通り、モビリティ業界を取り巻く”事業環境”は激しく変化をしており、中⻑期的には、所有から
利⽤へ、ハードからソフト・サービスへ価値の源泉がシフトし、電動化/知能化/⾃動運転化が不可逆的に進むと
みています。

当グループの強みは、三菱⾃動⾞・三菱ふそう・いすゞ⾃動⾞といった事業パートナーとの⻑年に亘る関係性、
それに基づく⾃動⾞バリューチェーンの強固な事業基盤をアセアンや豪州で展開していることです。またインドでは、
モビリティサービス事業の初期的な事業基盤を構築し、市場成⻑を取り込む体制作りを進めています。⽇本国内に
於いては、地域交通DX事業や、電動化を⾒据えた、モビリティxエネルギーxデータ、の統合的な知⾒も蓄えつつ
あります。

これらの事業環境と強みを踏まえ、中⻑期的な成⻑戦略として、バリューチェーン事業に於いては、既存事業を
更に「磨き」上げ強化すると共に、川下事業への拡⼤、即ち「創る」に取組んでいます。モビリティサービス事業では、
当社の幅広い産業接地⾯・顧客接点を通じて、新たな「収益の柱」となる事業を「創り」、将来は「磨く」ことで
拡⼤させます。

モビリティxエネルギーxデータx新サービス創出という軸で、拡⼤して⾏くモビリティ経済圏の中での事業強化に
取組んで参ります。
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5

新たな
「成⻑の柱」

新たな
「成⻑の柱」

3

3

2

3

2

バリューチェーン事業

マルチブランド販社／ディーラー事業

モビリティサービス事業

3. 持続的成⻑に向けた地域・市場の捉え⽅

既存バリューチェーン事業
川下領域への伸⻑

ASEAN・豪州・インド1

将来の成⻑ポテンシャルの取込
インド・アフリカ・中東・南⽶2

産業接地⾯の広さを活かした
先進的な取組／連携

将来的には ／ へ展開1 2

⽇本・欧州・北⽶3

 強固な事業基盤を有するASEAN・豪州・インド（①）で既存事業を「磨く」
 インド・アフリカ・中東・南⽶他グローバルサウス市場（②）では将来の成⻑ポテンシャルを取り込む
 ⽇・欧・⽶（③）では先進的なMS事業を「創り」、将来的に①・②の市場へ展開

3

持続的成⻑に向けた地域・市場の捉え⽅
続きまして、グループの戦略と事業展開を、地域・市場毎に分けた切り⼝でご説明します。

まずは、図の中⼼下段部に⽰しています、①の「ASEAN/豪州/インド」の既存バリューチェーン事業、
ここが当グループの主戦場となっています。これを更に「磨く」と共に、川下領域への伸⻑に取組んで参ります。
続いて②の「インド/アフリカ/中東/南⽶」等、いわゆるグローバルサウス市場においては、将来の成⻑ポテンシャルを
取込むべく、事業基盤の構築を進めています。そして③「⽇本・欧州・⽶国」では、当社の産業接地⾯の広さを
活かし、モビリティxエネルギー、モビリティxデータを活⽤する新たなビジネスモデルを構築しようとしています。

新たな「成⻑の柱」となる事業を構築し、そして将来的には①②の地域へ展開、既存事業基盤と掛け合わせる事で、
事業の拡⼤・進化を図って⾏きたいと思います。
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5
 パートナーOEMとの強固な関係性により、タイ・インドネシア等で50年以上にわたる⾃動⾞VC事業基盤を構築
 ⾜元ではグローバル経済の不確実性／ASEANをはじめとした市況低迷が続くも、ASEAN・グローバルサウスの⾃動⾞市場は

中⻑期的な成⻑ポテンシャルが依然⾼く、収益規模の維持・拡⼤を図る

企画･開発 ⽣産 卸売販売

商品
企画

設計・
開発

⾞両・部品
卸売販売

⼩売・サービス

OEM主導 ディストリビューター ディーラー サービサー

⾞両⽣産

現地サプライヤー

輸出

部品製造

⾞両輸出

⼩売販売

アフターサービス

販売⾦融

ITシステム

中古⾞

中国OEM進出
競争環境激化

景気低迷／販⾦厳格化
新⾞需要縮⼩

市場・外部環境

競争優位性・強み
顧客視点での商品企画／改良

新市場開拓

販売／マーケティング

ブランディング

顧客の囲い込み

タイ・インドネシア年間⽣産台数 42万台

タイ・インドネシア年間輸出台数 18万台

ASEAN商⽤⾞市場シェア 3割

世界年間販売台数 62万台

事業領域拡⼤
川下への伸⻑

グローバルサウス
市場の成⻑取込

CO2規制の施⾏／強化
販売台数／利益減

• 「お客さまの『ビジネス／⽣活』をいかに⽀えるか」
稼動率／再販価格の⾼さが重要視される

• 耐久性／スペアパーツの⼊⼿性／整備網に対する
信頼の⾼さは新興プレイヤーに対する参⼊障壁

• 現在のプレゼンスを維持・強化し、成⻑を取り込む

経済成⻑
を⽀える

商⽤⾞市場

2023年時点での
⾃動⾞普及率

（1,000⼈当たりの保有台数）

ASEAN・
グローバルサウス

先進国
（欧⽶他）

~280台

630~台

ASEAN・
グローバルサウス

市場の成⻑

成⻑ドライバー
潜在的な需要や⾃動⾞普及率を考慮すると、ASEAN・
グローバルサウス⾃動⾞市場の拡⼤ポテンシャルは依然⾼い

4. 事業領域別の成⻑戦略︓VC事業

37 
45 43 36 34 39 

26 
16 

いすゞ⾞シェア（％）

タイピックアップ市場規模の推移
（万台）

37 33 33

44 44 45 44
38

磨く

4

事業領域別の成⻑戦略︓VC事業
ここからは個別事業領域別にご説明します。
まずはバリューチェーン事業についてです。

既に触れましたが、事業パートナーであるOEMとの強固な関係の下に、⻑年かけて構築した企画・開発から⼩売・
アフターサービス・輸出までのバリューチェーン事業基盤が強みとなります。中国の新興OEM進出による競争環境
激化、景気低迷・販売⾦融審査の厳格化による新⾞市場縮⼩等により、厳しい市場環境に直⾯していますが、
スライド右側に記載の通り、ASEAN/グローバルサウス市場の需要は引き続き拡⼤する蓋然性は⾼いと⾒ています。

当グループは、特にピックアップトラックを含む商⽤⾞の領域で強いポジションを確⽴しています。築き上げて来た、お
客様の⽣活を⽀えるネットワークや信頼関係を更に強固なものとして競争優位性に磨きを掛け、新興プレーヤーと
対峙して参ります。
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5

2024
年度

2027
年度

2024
年度

2027
年度

 徹底したマーケットイン型の
商品提案

 販売・サービス拠点網の
維持・強化

 AI活⽤による購買予兆分析や
顧客宛提案型マーケティングの強化

 DXを駆使した顧客体験の質向上による
ブランドロイヤリティの強化

＋130
880~

億円
750
億円

営業収益キャッシュフロー

連結純利益

＋200
750~

億円
550
億円

VC機能強化
 アフターサービス＋コネクティッド

強化によるフリートマネジメント
サービスの強化

 事業基盤（拠点網／顧客基盤）を最⼤限活⽤し、
川下領域への延伸・事業間連携（相互送客）により
顧客を囲い込み、新たな収益基盤を構築

定量効果

5. VC事業︓「磨く」の取組み（タイ・インドネシア）

 VC機能強化／川下領域への事業基盤拡⼤／カーボンニュートラル社会に向けた対応強化、に取り組み、収益性を「磨く」

カーボンニュートラル社会に
向けた対応強化

• BEVピックアップトラックのタイ⽣産を開始
• タイにおいてバッテリー交換式BEVの実証実験を予定

2025年4⽉ ⽇泰エネルギー・産業対話MoU発表︓バッテリー交換式実証実験

事業間連携

VC事業
基盤 ファイナンス

アフター中古⾞

磨く

川下領域への事業基盤拡⼤

5

VC事業︓「磨く」の取組み（タイ・インドネシア）
続いてバリューチェーン事業を「磨く」取組みの⼀部をご紹介します。

ま ず 、 上 段 の バ リ ュ ー チ ェ ー ン 事 業 に お け る 機能 強 化 に 関 し て は 、 こ れ ま で も 取 り組 ん で 来 まし た が
市場に深く⼊り込み、お客様のニーズを捉えたマーケットイン型の商品提案や、ディーラーネットワークの維持／強化
など、こうした取り組みを引き続き徹底して参ります。その活動が分かるショートビデオをご覧頂ければと思います。

お客様の⽣活に寄り添い、引き続き社会の発展と経済の成⻑に貢献して参りたいと思います。

商⽤⾞需要に対するコネクティッド等の新機能も付加した総合的なフリートマネジメントサービス提供や、
AI/DX活⽤によるマーケティング/ブランディング/顧客体験向上にも注⼒して参ります。

また、これまでに構築してきた販売・サービスの拠点網や顧客基盤を最⼤限活⽤し、中古⾞、ファイナンス、
アフターサービス等の川下事業領域を強化し、顧客の更なる囲い込みを図ると共に、新たな収益基盤の構築や
拡⼤に取組んでいます。

電動化の進展に備え、Battery EVピックアップトラックの投⼊検討や、バッテリー交換式EVトラックの実証実験も
計画しています。これらの「磨く」の取組みにより、2027年度に向けた定量効果としては、タイ/インドネシア事業
合計で、営業収益キャッシュフロー+130億円、連結純利益+200億円を⾒込んでいます。
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 有⼒財閥TVSグループとのパートナーシップの下、2018年度よりアフターサービス事業、2024年度より中古⾞オークション事業と

マルチブランドディーラー事業に参画し、初期的な川下事業基盤を構築
 ⼤国インドの経済成⻑ポテンシャルを取り込むとともに、将来的には他グローバルサウス市場への展開／連携強化を図る

有⼒財閥TVSグループと展開する
国内最⼤級のネットワークと顧客基盤

競争優位性・強み

中東・アフリカ向け
⾞両・部品の

展開
既存のVC市場との

シナジー創出

顧客／
ユーザーアフターサービス

マルチブランドディーラー

中古⾞オークション

顧客DB

世界最多の⼈⼝
14億⼈

四輪⾃動⾞
普及率 約6%

世界3位の新⾞販売台数
約500万台／年

販売／保有の伸⻑余地が⼤きく、
当⾯は保有の世界が続く

市場・外部環境

効果的な事業連携
顧客の囲い込み

（）内⽐率は当社出資⽐率

(32%)

(35%)
(16%)

6. 事業領域別の成⻑戦略︓MS事業／VC事業（インド） 創る磨く

各事業のスケール化
デジタルを駆使し、

各事業を強化・連携

成⻑戦略／ドライバー

関連事業へ基盤拡⼤
EV含むリース事業他、

電動化も⾒据えた
エコシステムを構築

他国市場への展開
部品／ソフトウエア／
エンジニア／メカニックの

供給源として活⽤

 アフターサービス︓整備網 1,000店舗・部品⼩売 20,000店舗
 ロードサイドサービス︓拠点1万カ所
 マルチブランドディーラー︓150店舗・累計販売 100万台超
 中古⾞オークション︓⽇本⼤⼿ 荒井商事と3社協業

 インド最⼤のITサービス企業TCSと⽇本で合弁事業TCSJ（34%）を展開
⽇系⾃動⾞OEMとの協業を⽀援

インド最⼤財閥TATAグループとの強固な関係

TVSのIT⼈材 AI／デジタルエンジニア400⼈

Isuzu Motors India:
商⽤⾞輸出台数 No.1

6

事業領域別の成⻑戦略:MS事業/VC事業(インド)
続いて、冒頭に「モビリティサービス事業の初期的な事業基盤を構築した」と説明しましたインド事業について
ご紹介します。

インドは世界第3位の⾃動⾞販売市場ながら、14億⼈という世界最多の⼈⼝に対する⾃動⾞普及率はまだまだ
低く、今後も市場の拡⼤が⾒込まれます。当社は、南インド最⼤の財閥であるTVSグループとの協業による
アフターサービス事業に2018年に参⼊。昨年には、中古⾞オークション事業とマルチブランドディーラー事業にも
参画し、事業間連携によるシナジー創出や、顧客の囲い込みに向けた川下事業基盤を着実に構築しています。

競争優位性としては、TVSの持つ豊富なIT⼈材を活⽤したAI/デジタルの活⽤が挙げられます。
TVSグループは、インド最⼤のアフターサービスネットワーク、最⼤のロードサイドサービスネットワーク、最⼤級の
マルチブランドディーラーを運営しており、中古⾞オークション事業も、市場が黎明期のインドにおいて、国内最⼤級の
プレーヤーを⽬指して昨年オペレーションを⽴ち上げています。

加えて当社は、インド最⼤財閥TATAグループとも強⼒な関係を構築しており、インド最⼤のITサービス事業会社
との合弁事業を⽇本でも⾏っています。

今後各事業のスケール化、関連事業の基盤拡⼤を進め、低コスト部品の調達⼒、メカニックの安定的確保、
豊富なデジタル⼈材、これらを活⽤して他国市場への展開や新たなシナジー創出に取組んで参ります。

尚、バリューチェーン事業ではありますが、いすゞ⾃動⾞との合弁事業であるIsuzu Motors India社では、
2016年に⼯場を⽴上げ、製造・販売・輸出事業に取組んでいます。中東やエジプト向けの輸出を拡⼤しており、
2024年はインドからの商⽤⾞輸出No.1の実績を収めました。引き続き事業の拡⼤に取組んで参ります。
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5
 ⾃動⾞産業のパラダイムシフト＝電動化／知能化・⾃動運転化＝が起こる中、顧客の変容への対応が必要
 課題先進国の⽇本は、幅広い産業／顧客接点・⽇系⾃動⾞OEMとの関係性を活⽤し、モデルケースを創出

アセットマネジメント

フリート
マネジメント

エネルギー
マネジメント

バッテリー
マネジメント

マテリアル
マネジメント

配⾞システム

⾃動運転サービス

AI活⽤
オンデマンドバス

累計導⼊実績 80件
⽉間利⽤者数 9万⼈

全国47都道府県
約 600社/2.1万台

三菱倉庫／ユアスタンドと連携し、
CO2フリーの医薬品輸送を推進

バッテリーリースによるコスト最適化
希少資源の国内循環

BESSへの利活⽤を推進

リパーパスBESSを
視野に⼊れた

蓄電事業への参⼊

「EV電池の⾒える化」
を通じた

新サービスモデル構築

管理台数 40万台

実証累計 33件

次世代モビリティ
⾃動運転化電動化

オートリース

アフターサービス

既存VC事業基盤

有⼒パートナーとの
事業基盤

(50%)

(50%)

(20%)(50%)

(0.6%)

(51%)

(40%)

(20%)

(50%)
(6%)

脱炭素 ⾼齢化

⽇本が抱える課題
資源
⼩国

過疎化
労働⼒減少

電動化
推進

次世代モビリティ
事業強化

エコシステム
構築

ソリューション

ロボタクシー時代に向けた
ビジネスモデル構築

ASEAN・
グローバルサウスへ

展開

M&Aを通じた先進モビリティ事業の
基盤構築

各種機能の
横連携

※ 2025年2⽉︓同社システムと配⾞アプリをつなぐアライアンスにUber社参画
2025年4⽉︓第三者割当増資時にUber社と資本業務提携を締結

7. MS事業︓「創る」の取組み（⽇本） 創る

（）内⽐率は当社出資⽐率

※MCSV
創出

7

(35%)

MS事業:「創る」の取組み(⽇本)
続きまして、⽇本での「創る」の取組みに関し てご説明します。

脱炭素/資源⼩国/⾼齢化・労働⼒減少等、課題先進国と⾔える⽇本において、当社の持つ幅広い産業/
顧客接点、及び⽇系⾃動⾞OEMとの関係性を活⽤し、ロボタク時代に向けたソリューションとなるような
ビジネスモデルの構築に取組んでおります。

具体的には、将来的な電動化と次世代モビリティ事業/⾃動運転時代の到来を⾒越しての事業開発を進めて
います。⾞両などのアセットは、オートリース事業/アフターサービス事業等で⽀えます。⾃動⾞OEM/交通事業者
などとの強固な関係のもと、協業体制を拡⼤し、事業開発を推進しています。例えば、当社が20％出資する
電脳交通社は、Uber Japanと戦略的パートナーシップを結び、その取組みを拡⼤しています。

⽇ 本 に お け る 取 組 み / ビ ジ ネ ス モ デ ル は 、 将 来 的 に 我 々 の 主 戦 場 で あ る ア セ ア ン や 、 イ ン ド を 含 む
グローバルサウス 市場でのビジネスへと展開し、規模感ある収益を⽣み出す事業へと発展させていく事を構想して
います。
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5 8. 2030年度に向けたポートフォリオ・定量計画イメージ

2030年度に⽬指す収益ポートフォリオ

セグメント

地 域

MS事業

VC事業

タイ・
インドネシア

他地域

2024年度 2030年度

2030年度に向けた定量計画

コロナ禍
ペントアップ需要

2023
年度

2022
年度

2021
年度

2030
年度

2027
年度

2024
年度

2025
年度

1,500

1,026
900

1,124

900

 ⾃動⾞産業のパラダイムシフトが進展する中、VC事業に加えてMS事業を創出し、新たな「収益の柱」の構築に取り組む
 既存バリューチェーン事業を「磨く」 ＋ モビリティサービス事業を「創る」 ＝ 2030年度に1,500億円規模の収益⽔準を⽬指す

2015
年度

2010
年度

2005
年度

（億円）

コロナ禍後のペントアップ需要で
実現した過去のグループ最⾼益

1,400億円（2023年度）を上回る

連結
純利益

営業収益
キャッシュフロー

MS事業VC事業

8

2030年度に向けたポートフォリオ・定量計画イメージ
最後に、2030年に向けたポートフォリオ・定量計画を説明します。

冒頭に触れました通り、タイ・インドネシアのバリューチェーン事業を中⼼とした現在のポートフォリオから、2030年に
向けては、他地域及びモビリティサービス事業の⽐率が拡⼤して⾏くことを想定しています。

右側の収益の推移ですが、⾜元は、収益が⼀旦落ち込んでいますが、過去連結純利益が500億円程度だった事
を考えると、⾜元の厳しい事業環境下でも1,000億円レベルを稼ぐ事業に拡⼤している点がお分かりになるかと
思います。

2030年には、本⽇ご説明致しましたバリューチェーン事業の強化と、モビリティサービス事業の構築、この両輪の
取組みを通して、連結純利益営業収益CF共に安定的に1,500億円規模の⽔準を稼ぐことを視野にしています。

私からのご説明は以上となります。ありがとうございました。


